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平成２４年度小金井市一般会計補正予算（第６回） 

 

 平成２４年度小金井市の一般会計の補正予算（第６回）は、次に定めるところによ

る。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 

     平成２４年９月１０日提出 

 

          東京都小金井市長 稲 葉 孝 彦 
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児童発達支援事業詳細計画策定支援委託概要 

 

１ 策定目的 

  新たに構築する発達支援センターの事業内容については、この間、小金井市地域

自立支援協議会、小金井市特別支援ネットワーク協議会や発達支援事業意見交換会

において寄せられた多くの意見や要望等を基に、「小金井市の発達支援事業に係る

基本理念」及び「（仮称）小金井市児童発達支援センターに係る基本的な計画」を

策定してきたところである。 

  今回策定する詳細計画では、この基本理念等に基づき、相談、地域支援、訓練・

指導、通園事業を総合的かつ継続的に実施し、関係機関と連携しながら途切れのな

い支援を行う仕組みを構築するため、事業の運営方法や各部屋の利用方法等の詳細

計画を策定する。 

 

２ 委託内容 

 ⑴ 詳細計画策定に当たっての支援 

   事業内容、関係機関との連携内容、部屋の利用方法、スケジュール等 

 ⑵ 詳細計画への利用者等の意見の反映 

   発達支援事業意見交換会等への出席及び会議録の作成 

 ⑶ 法令等の調査 

   法内施設としての調査 

 ⑷ 成果品 

   詳細計画書の作成（１００部）、事業実施に係る各種様式の作成等 

    

３ 委託期間 

  契約締結後の翌日から平成２５年３月２９日（金）まで 

 

 


